
＜予算額＞
1兆7,539億円

より一層柔軟な流用が可能
になるなど、地方の使い勝
手を大幅に向上。

社会資本整備総合交付金

交付金制度の変遷
○ 平成２２年度に、国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金に一括し、地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生か
せる総合的な交付金として、社会資本整備総合交付金を創設。

○ 平成２３年度に、基本的に地方が自由に使える一括交付金にするとの方針の下、地域自主戦略交付金を創設。
（内閣府に一括して予算を計上し、各府省の所管にとらわれず、地方自治体が自主的に選択した事業に対して交付金を交付。）
○ 平成２４年度に、地域自主戦略交付金について、都道府県分の対象事業を拡大・増額。政令指定都市に一括交付金を導入。また、沖縄振興公共投
資交付金として県及び市町村を対象とした自由度の高い新たな一括交付金制度を創設。

○ 平成２５年度以降は、防災・安全交付金によりインフラ再構築（老朽化対策、事前防災・減災対策）及び生活空間の安全確保の取組を集中的に支援
するとともに、社会資本整備総合交付金により地域の社会資本整備を総合的に支援（地域自主戦略交付金は廃止） 。

年度間、地
域間の変
動・偏在が
小さい事業
等について、
一 括交付
金へ移行

Ｈ２３Ｈ２２

政策目的達
成のため計
画的に実施
すべき事業
等に重点化

Ｈ２４

活力創出基盤整備
・道路、港湾

水の安全・
安心基盤整備
・治水、下水道、海岸

市街地整備
・都市公園、市街地、
広域連携 等

地域住宅支援
・住宅、住環境整備

・道路、港湾
・治水、下水道、海岸
・都市公園、市街地、
広域連携 等
・住宅、住環境整備

４分野を統合

Ｈ２５～ ※各枠内の＜＞記載額はすべて国費

＜予算額＞

＜予算額＞

＜予算額＞ 全体で

平成25年度
平成26年度
平成27年度
平成28年度
平成29年度
平成30年度

・成長力強化や地域活性化等につながる事業

平成25年度
平成26年度
平成27年度
平成28年度
平成29年度
平成30年度

13,173億円※
10,388億円※
8,540億円
8,156億円
8,515億円
8,707億円

・「命と暮らしを守るインフラ再構築」、「生活空間の安全確保」を集中的
に支援

8,713億円※
7,627億円※
6,311億円
5,817億円

5,492億円
5,065億円

※ 令和元年度及び令和２年度予算は臨時・特別の措置を含んでおり、金額は以下のとおり。
・令和元年度予算 社会資本整備総合交付金：350億円、防災・安全交付金：2,767億円
・令和２年度予算 社会資本整備総合交付金：349億円、防災・安全交付金：2,541億円

＜予算額＞
２．２兆円

社会資本整備総合交付金

＜予算額＞
1兆4,395億円

・事業の更なる重点化

社会資本整備総合交付金 社会資本整備総合交付金

防災・安全交付金

沖縄振興公共投資交付金

＜予算額＞
全体で771億円

・県及び市町村を対象とした
自由度の高い新たな一括
交付金制度を創設

沖縄振興公共投資交付金

＜予算額＞
全体で6,754億円

・都道府県分の対象事業
の拡大、増額
・新たに政令指定都市分を
導入

地域自主戦略交付金

＜予算額＞
全体で5,120億円

投資補助金を所管する全
ての府省が投資補助金を
一括交付金化。

（都道府県分を対象）

地域自主戦略交付金

平成25年度
平成26年度
平成27年度
平成28年度
平成29年度
平成30年度

810億円
932億円
811億円
807億円
670億円
579億円

10,460億円
10,841億円
10,947億円
11,002億円
11,057億円
11,117億円

9,031億円
9,124億円
9,018億円
8,983億円
8,940億円
8,886億円

令和元年度
令和 ２年度
令和 ３年度
令和 ４年度
令和 ５年度
令和 ６年度

532億円
492億円
477億円
368億円
368億円
368億円

令和元年度
令和 ２年度
令和 ３年度
令和 ４年度
令和 ５年度
令和 ６年度

令和元年度
令和 ２年度
令和 ３年度
令和 ４年度
令和 ５年度
令和 ６年度

令和７年度
令和８年度

4,874億円
4,597億円

令和７年度
令和８年度

8,470億円
8,529億円

令和７年度 380億円
令和８年度 390億円


